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（単位：円）

平成21年度
決算額（A）

平成22年度
予算案（Ｂ）

前期実績との
差異（Ｂ－Ａ）

予算内訳

Ⅰ　事業活動収支の部

　１．事業活動収入 【１．会費収入】 １ 会費 35,743,366 34,139,956 -1,603,410
①均等割：@89,131×46組合=\4,100,026
②組合員割：@2,910×10,323組合員=\30,039,930
（H21年度より551組合員退会、約5％減）

35,743,366 34,139,956 -1,603,410

【２．事業収入】 １ 協賛金収入 4,896,000 4,260,000 -636,000 ①賛助会費(21社・1団体 28口)：\3,360,000
②全国建設産業教育訓練協会：\900,000

２ 図書売上収入 406,547 250,000 -156,547 販売図書売上

３ 家賃収入 32,196,433 31,833,228 -363,205 @2,652,769×12ヶ月 （会館1Fﾃﾅﾝﾄ賃料：Ｈ22年度から値下げ）

４ 委託事業収入 1,100,000 800,000 -300,000 事業委託（全板連より）

５ 指導事業料収入 1,205,500 3,000,000 1,794,500 受注指導料

６ 指定商品販売収入 2,070,151 2,000,000 -70,151 ①ルーフィング：\1,500,000　　  ②セメダイン等：\500,000

７ 補助金収入 15,046,000 2,500,000 -12,546,000 財)建設業振興基金：\2,500,000

８
登録基幹技能者特例講習事業
収入 6,150,455 1,500,000 -4,650,455 @3,000×500名

63,071,086 46,143,228 -16,927,858

【３．事業外収入】 １ 機器使用料収入 1,032,000 1,056,000 24,000 @80,000×12ヶ月（全板連より）　@8,000×12ヶ月（興業より）

２ 雑収入 1,272,790 1,200,000 -72,790 ①.保証センター：@35,000×12ヶ月=\420,000
②建専連制度取扱事務手数料　 ③預金利息 他

2,304,790 2,256,000 -48,790

101,119,242 82,539,184 -18,580,058

　２．事業活動支出 【１．事業直接費】 １ 全国理事長連絡会議費 1,486,870 1,500,000 13,130

（理事会直轄事業費） ２ 議員連盟費用 1,345,380 1,500,000 154,620 議員連盟総会、自民党連携強化諸経費

３ 渉外費用 578,532 500,000 -78,532 関連省庁・団体連携費

４ 事務合理化対策費 1,041,637 1,200,000 158,363 コンピュータリース料・保守料

５ 会館保守・保安・管理費 6,010,200 6,000,000 -10,200 日常清掃、保安・エレベータ・機械管理委託費等

６ 会館消耗品費 181,266 250,000 68,734 会館運用消耗品

７ 会館水道光熱費 1,155,649 1,250,000 94,351 電気・水道代

８ 会館保険料 80,465 100,000 19,535 火災保険料

９ 会館修繕費 154,140 0 -154,140

１０ 会館租税公課 3,644,300 3,750,000 105,700 固定資産税・都市計画税

１１ 会館（その他） 407,875 0 -407,875

１２ 図書斡旋事業費 194,507 185,000 -9,507 販売図書仕入れ費用

１３ 全国大会開催関連費 2,157,012 2,300,000 142,988 全国大会開催諸経費

１４ 渉外事業費 1,483,601 1,500,000 16,399 渉外活動費

１５ 受注開発事業費 1,697,934 1,750,000 52,066 メーカー対策費、賛助会員連携費

１６ リフォーム事業費 42,000 200,000 158,000 リフォーム事業関連費

１７ 太陽光事業費 663,810 400,000 -263,810 ソーラー事業関連費

１８ 商品開発事業費 175,930 200,000 24,070 指定商品等開発費

１９ 高齢者雇用推進事業費 8,187,523 0 -8,187,523 Ｈ21年度にて事業終了

２０ 青年部会費 2,500,000 2,500,000 0 青年部育成事業費

２１
登録基幹技能者特例講習
事業費 2,407,253 750,000 -1,657,253 @1,500×500名

２２ 指定商品組合手数料 255,626 250,000 -5,626 セメダイン：日板協と折半

２３ 国交省モデル事業費 2,924,938 0 -2,924,938

38,776,448 26,085,000 -12,691,448

【２．一般管理費】 １ 役員報酬 8,220,000 7,220,000 -1,000,000 専務理事

２ 職員給与手当 15,887,372 16,100,000 212,628 職員3名（給料、賞与、通勤費）  

３ 福利厚生費 3,114,647 4,250,000 1,135,353 法定福利費、中退共掛金等

４ 顧問料 1,323,000 1,800,000 477,000 石井税務会計事務所、田辺総合法律事務所

５ 教育研究費 431,900 500,000 68,100 新聞・雑誌購読料、研究図書購入費用等

６ 旅費交通費 489,310 600,000 110,690 事業以外に発生する交通費

７ 通信費 1,166,409 1,250,000 83,591 電話・ＦＡＸ・郵便代・宅配便代・銀行端末使用料

８ 器具備品費 35,970 100,000 64,030 器具備品等

９ 事務用品費 333,929 250,000 -83,929 事務用品等

１０ 印刷費 258,325 250,000 -8,325 印刷諸経費

１１ 複写機使用料 1,190,697 1,200,000 9,303 複写機リース・使用料

32,451,559 33,520,000 1,068,441

【３．事業間接費】 １ 総会費 2,527,911 1,950,000 -577,911 通常総会開催費用（H22年度役員改選無し）

２ 役員会費 5,171,210 4,400,000 -771,210 執行部会、正副理事長会、理事会、監事会開催費用

３ 交際費 231,390 240,000 8,610 交際費

４ 関係団体負担金 1,863,935 1,800,000 -63,935 建専連、リファイン建築研究会等会費

５ 技術指導費 90,000 90,000 0 技術指導員へ

６ 租税公課 1,169,600 1,200,000 30,400 法人税、消費税、印紙代等

７ 支払利息 2,274,991 2,100,000 -174,991 商工中金への支払い

８ 雑費 1,300,113 400,000 -900,113 倉庫ﾚﾝﾀﾙ料：@85,050×4　その他雑費

14,629,150 12,180,000 -2,449,150

85,857,157 71,785,000 -14,072,157

15,262,085 10,754,184 -4,507,901

会費収入合計
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          　　　　　　　　平成２２年度
社団法人日本建築板金協会・収支計算書　予 算

自　平成22年4月 1日

至　平成23年3月31日

科　　目

事業収入合計

事業外収入合計

＜事業活動収入合計＞

理事会直轄事業費合計

一般管理費合計

事業間接費合計

＜事業活動支出合計＞

＜事業活動収支差額＞（Ａ）
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（単位：円）

平成21年度
決算額（A）

平成22年度
予算案（Ｂ）

前期実績との
差異（Ｂ－Ａ）

予算内訳

Ⅱ　投資活動収支の部

　１．投資活動収入 【１．特定資産取崩収入】 １ 退職給付引当預金取崩収入 1,000,000 0 -1,000,000

1,000,000 0 -1,000,000

【２．長期貸付金返戻収入】 １ 長期貸付金返戻収入 1,000,000 0 -1,000,000

1,000,000 0 -1,000,000

2,000,000 0 -2,000,000

　２．投資活動支出 【１．特定資産取得支出】 １ 退職給付引当預金預入支出 656,980 400,000 -256,980

２ 会館修繕積立預金預入支出 300,000 300,000 0

956,980 700,000 -256,980

956,980 700,000 -256,980

1,043,020 -700,000 -1,743,020

（単位：円）

平成21年度
決算額（A）

平成22年度
予算案（Ｂ）

前期実績との
差異（Ｂ－Ａ）

予算内訳

Ⅲ　財務活動収支の部

　１．財務活動収入 【１．財務活動収入】 １ 長期借入金収入 0 0 0

0 0 0

【２．受入保証金・敷金収入】 １ 受入保証金・敷金収入 2,400,000 0 -2,400,000

2,400,000 0 -2,400,000

2,400,000 0 -2,400,000

　２．財務活動支出 【１．借入金返済支出】 １ 長期借入金返済支出合計 10,636,000 9,636,000 -1,000,000 商工中金への返済
（会館：534万円、東板：429.6万円）

10,636,000 9,636,000 -1,000,000

【２．受入保証金・敷金支出】 １ 受入保証金・敷金支出 2,400,000 0 -2,400,000

2,400,000 0 -2,400,000

13,036,000 9,636,000 -3,400,000

-10,636,000 -9,636,000 1,000,000

　Ⅳ　予備費支出 0 300,000 300,000

（単位：円）

平成21年度
決算額（A）

平成22年度
予算案（Ｂ）

前期実績との
差異（Ｂ－Ａ）

予算内訳

5,669,105 118,184 -5,550,921

42,832,455 48,501,560 5,669,105

48,501,560 48,619,744 118,184
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至　平成23年3月31日

          　　　　　　　　平成２２年度
社団法人日本建築板金協会・収支計算書　予 算（案）

自　平成22年4月 1日

借入金返済支出合計

科　　目

特定資産取崩収入合計

長期貸付金返戻収入合計

＜投資活動収入合計＞

特定資産取得支出合計

＜投資活動支出合計＞

＜投資活動収支差額＞（Ｂ）

科　　目

長期借入金収入合計

受入保証金・敷金収入合計

＜財務活動収入合計＞

　　　　　　　　　　　　　　前期繰越収支差額

　　　　　　　　　　　　　　次期繰越収支差額

受入保証金・敷金支出合計

＜財務活動支出合計＞

＜財務活動収支差額＞（Ｃ）

＜予 備 費 支 出＞（Ｄ）

科　　　　目

　　　　　　　　　　　　　　当期収支差額（Ａ＋Ｂ＋Ｃ－Ｄ）


